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再投資循環の維持機構(下)
滝 田 和 夫
第４節 数値的な例解
前節においては，本稿の基本モデルである乗数・加速度＋更新過程モデル，
    
     
あるいは，それと同値の，
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における粗投資の経路を，再生方程式，
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および単純な乗数・加速度機構，
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の経路と比較して検討し，次の二つの結論を得た。すなわち，
()基本モデル(28)の最大複素根項の角振動数 が単純乗数・加速度機
構(30)の固有角振動数と極端に離れていないという条件の下では，基本
モデルは再生方程式に比べて究極的に反減衰的となり，循環がより長期に維
持される傾向がある。というのは，その場合，基本モデルの一般解(55)の最
大複素根項について，更新投資 の粗投資 に対する初期振幅比率 
は１以下となって粗投資が更新投資よりも増幅され，基本モデルの最
大複素根の絶対値＝減衰度は再生方程式のそれに比べて上昇する傾向があ
るからである。
()更に，再生方程式(２)の最大複素根項の減衰度が，所与の消費性向
と加速度因子において単純な乗数・加速度機構(30)の減衰度を下回ら
ないという条件も充たされると，基本モデルは，再生方程式に比べてだけで
なく，単純乗数・加速度モデルに比べても究極的に反減衰となる傾向がある。
再生方程式の減衰度は初期値には依存せず，除却率分布	
にのみ依存する
から，この条件は除却率分布が相対的に高い集中度をもつことを意味する。
こうして，前節においては，Samuelson-Hicks 型の標準的な乗数・加速度
モデルに更新過程を加えてそれを拡張した基本モデル(28)について，()の
振動数つまり周期に関する条件と()の除却分布の集中度に関する条件とが
充たされれば，それは再生方程式＝純粋再投資循環に対してだけでなく標準
的乗数・加速度モデルに対しても反減衰的となり，循環がより長期に維持さ
れる傾向があることが示された。
本節では，前節で得られたこれらの結論を数値例によって確認する。それ
が図６～図11である。これらの図では除却率 	
の分布曲線を Weibull 分布
の確率密度関数，
	


 	
とした。Weibull 分布曲線(65)は，パラメーターとの値によって様々な
分布を表すことができる柔軟な分布曲線である。例えば，のケースに
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ついて図６で示したように，それは では指数分布となるが，
で左右対称の分布となり，1＜＜3.6 では正の歪みをもち，3.6＜では負
の歪みを持つ分布となる。だが，ここで重要なことは，この歪みよりも，所
与の のもとで が上昇していくと分散が小さくなっていくことである。
つまり，Weibull 分布では，所与ののもとでが１から上昇していくと，
分布のピークの位置が若干右に移動していくとともに分布の分散はより小さ
くなり，ピークの位置に集中していく。次に，はスケール・パラメーター
であり，それは の場合のピークの位置におおむね相当する。例えば，
図６で示した ＝20 のケースを図６の ＝10 ケースと比較してわかる
ように，所与の では が大きくなるとともに分布のピークの位置が右へ
と移動していく。
図７では，＝10 として，＝1～4 の値に対して計算した Weibull 分布
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図６ Weibull 曲線
 ケース
 ケース
図７ 再生方程式の経路 (ケース)
(65)を再生方程式(２)の除却率分布として，初期値が ＝1 でそれ以前は
ゼロとした場合の再生方程式の経路を例示した。図からわかるように，＝1
では再生方程式の経路は完全な直線となる。＝2 では最初は定常水準に向
けての上昇が生じるもののやがて直線に近くなり，この場合も振動は殆ど生
じない。それに対して ＝3 では，再生方程式は強く減衰するものの定常水
準を中心に弱い純粋再投資循環を生み出す。＝4 では純粋再投資循環は更
に明瞭になり，減衰も弱くなる。このように Weibull 分布を除却分布とする
と，の値が１に近いと純粋再投資循環か生じないが，の値が上昇してい
くとともに純粋再投資循環は明瞭になっていく。
図８では，本稿の基本モデルである乗数・加速度＋更新過程モデル(28)の
究極の減衰度を，再生方程式(２)および単純乗数・加速度モデル(30)（以下，
単純モデルと呼ぶ）の減衰度と比較している。すなわち，図８は，(65)の
Weibull 分布を基本モデル(28)の除却率 として，パラメーター 
のいくつかの値に対して(28)の特性方程式(49)を解き，その最大複素根の絶
対値を Weibull 分布のスケール・パラメーターに対してプロットしたも
のである。このうち再生方程式は基本モデル(28)で となる特殊ケ
ースである17)。それに対し， では消費性向はすべて とした。
また，図で実線は再生方程式(２)と基本モデル(28)の最大複素根の絶対値つ
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17）再生方程式(２)の特性方程式の	個の根は，基本モデル（28)で とし
た場合の特性方程式の 	個の根と，を除いてすべて一致する。というのは，
(28)の特性方程式(49)は，
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となるからである。
	
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	の	個の根が再生方程式の根であることは言
うまでもない。したがって，基本モデルで である再生方程式の最大
複素根と，基本モデルで とした場合の最大複素根は同一となる。
まり減衰度を表し，水平な点線は単純モデル(30)の減衰度を表す。
図８では，Weibull 分布の の値が低い のケースについて，再生
方程式といくつかのの値に対する基本モデルの最大複素根の絶対値（縦
軸）を（横軸）に対してプロットした。この ケースでは，＝2～10
の区間では再生方程式からの加速度因子の上昇とともに減衰度の上昇が
生じて反減衰的となるが，が10を超えると＝0.2～0.6 の領域ではの上
昇は生じず，むしろわずかに低下して減衰が強まる。また，単純モデル(30)
の減衰度（水平な点線）と比較すると，＝0.2～0.6 では再生方程式の
がおおむねを上回るために基本モデルのもを上回るが，＝0.8～1.0
では殆どの領域で再生方程式のがを下回るために基本モデルのはを
下回る。このように，再生方程式が殆ど振動を生じないこの ケースで
は，基本モデルの減衰度は再生方程式か（＝0.2～0.6 ケース)，または単
純モデル（＝0.8～1.0 ケース）の減衰度に近いものとなり，基本モデルが
両者いずれに対しても反減衰的になる領域は狭く限られる。わずかに前者の
ケースの 領域では両者に対して反減衰的になりうるが，そこでの 
は0.8以下であり，強く減衰的であることには変わりがない。そのために，
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図８ 基本モデルの減衰度, 再生方程式の減衰度,
および単純乗数・加速度モデルの減衰度 (ケース)
(注) 図で細い実線は基本モデルの減衰度, 太い実線は再生方程式の減衰度, 水平な点
線は単純乗数・加速度モデルの減衰度を表す｡
 ケース  ケース  ケース
この ケースでは特に興味のある変動は生じない。これに対し，図８
の ケースでは，の上昇とともに，＝3～15 の区間においてかなり強
い基本モデルのの上昇が生ずる。その区間では，基本モデルのは，すべ
ての において再生方程式のそれに比べて上昇するだけでなく，更
に，前後を中心に単純モデルのよりも上昇する。つまり，ケ
ースでは，前後の区間においては，基本モデルの究極の減衰度は再
生方程式のそれに対してだけでなく，単純モデルのそれに対しても上昇し，
反減衰的となるのである。しかも，図７において では に比べて
再生方程式の経路がより振動的となり減衰も緩やかになったことに対応して，
図８の再生方程式のは図８のそれに比べて全般的に上方にシフトして
いる。そのために，加速度因子の上昇によって上昇した基本モデルの減衰
度は図８のそれに比べて高い水準に位置し，特に においては0.
9を超えるだけでなく，では１を超えて基本モデルは発散的になるに
至る。このような における基本モデルの反減衰傾向は図８の 
ケースでは更に一層強められる。そこでは，再生方程式の曲線は図８に
比べて一層上方にシフトするだけでなく，上昇による再生方程式に比べた
基本モデルの上昇が生じる区間はおおむね ＝3～20 の区間へと拡大し，
更に 前後での発散領域も だけでなく，も含むようにな
る。
このように，図８によって，第一に，所与のにおいては，再生方程式に
比べた基本モデルの究極的な反減衰は の一定の区間において多かれ少な
かれ生じ，その区間を離れると反減衰は殆ど生じないか，または逆に減衰が
生じることさえありうるということ，第二に，基本モデルが再生方程式のみ
ならず単純モデルに対しても反減衰的となるかどうかは，再生方程式の曲
線の水準に依存し，後者はの値，つまり除却分布がどの程度集中的である
かに依存するということがわかる。こうして，先に要約した前節の結論を図
８によっておおむね確認することができる。しかし，図８では，第一に，基
本モデルで反減衰の生じる区間と単純モデルの固有角振動数の関係が曖
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昧であり，また第二に，更新投資に対する粗投資の増幅度と反減
衰＝上昇の関係も不明である。そこで，この二つの点について検討するた
めに，図８の結果を表示し直したのが図９と図10である。
図９では，上の第一点を解明するために，図８の結果を減衰度と振動数の
関係として表示し直した。つまり，図９では，縦軸には図８と同様に再生方
程式および基本モデルの最大複素根の絶対値をとったが，横軸には図８と
異なりではなく，対応する最大複素根の角振動数をとった。図９では，
再生方程式の曲線が右下がりの勾配を持っているために，基本モデルの
曲線も右下がりとなっており，それは必ずしも単純明快な図とはいえない。
しかしそれでも，再生方程式に対する基本モデルの反減衰傾向が，単純モデ
ルにおける固有振動数の近辺を中心に生じていることは，図９に明瞭に現れ
ている。すなわち，図９で基本モデルのがピークをつける角振動数を調
べると，ケースの図９では 	＝0.6 の場合に，また ＝３,４ケース
の図９では 	＝0.6～1.0 の場合に，いずれも角振動数が0.6のあたり
でピークをつけるが，この0.6というピークの角振動数は単純モデル(30)の
特性方程式の複素根に対応する角振動数＝固有角振動数におおむね一致
するのである18)。こうして，図９より，基本モデル(28)の再生方程式に対す
る究極的な反減衰は，単純モデル(30)の固有角振動数近辺を中心に生じ
ており，基本モデルの最大複素根項に対応する角振動数がこの固有角振動数
近辺に近いほど反減衰は強くなり，逆に近辺から離れるほど反減衰は
生じにくくなり，場合によっては減衰が強まることすらありうることがわか
る。
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18）単純乗数・加速度モデル(30)の特性方程式の複素根に対応する角振動数＝固有角
振動数は，	＝0.6，0.8，1.0ではそれぞれ0.58，0.58，0.55である。これに
対して図９の曲線のピークの角振動数は，図９の 	＝0.6 で0.62，図９の
	＝0.6～1.0 でそれぞれ0.64，0.64，0.60，また，図９の 	＝0.6～1.0 でそれ
ぞれ0.67，0.65，0.60である。このように，図９に示された基本モデル(28)の
曲線のピークの角振動数は，いずれも単純モデル(30)の固有角振動数を若干
上回るが，その差はわずかであり，おおむね図９の曲線のピークは単純モデ
ルの固有角振動数近辺を中心に生じているといえる。
基本モデルにおける反減衰が単純モデルにおける固有振動数近辺を中心に
生じるというこの興味深い事実は，この現象が第２節でみた共振現象＝強制
振動そのものではないが，それと無関係でもないことを示唆している。実際，
前節の分析においても，共振を示す第２節の図２における増幅度 の決
定関係が基本モデルにおける内生変動ケースでも図５において再現する
という経路を経て，第２節の共振現象は前節の基本モデルに関連していた。
また，この の増幅関係が反減衰，つまり の上昇と関連していること
も前節においてみた。そこで，次に先の第二点目の問題，すなわち，図９に
現れている固有角振動数を中心とする反減衰傾向が，に対するの増
幅度とどのような関係にあるかを検討しよう。
この問題を検討したのが図10である。図10は，図９に示した基本モデルの
最大複素根項のから(48)によって計算されるの値を縦軸にとり，横
軸にはそれに対応する角振動数 をとってプロットしたものである。図10
をみると，いずれのの値のケースにおいてもは単純モデルの固有角振
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図９ 基本モデルおよび再生方程式の角振動数と減衰度(ケース)
 ケース  ケース  ケース
図10 基本モデルおよび再生方程式の角振動数と(ケース)
 ケース  ケース  ケース
動数0.6近辺において最小値を示す。これは第２節の共振現象で見た図３の
共鳴曲線と全く類似した図である。もっとも，第２節の図３では縦軸に
をとったのに対し，この図10では縦軸に をとっているので，図３と図10
では反転させて比較する必要があるが19)，図10では の低下，したがって
の上昇が単純モデルの固有角振動数0.6近辺を中心に生じていることは
明らかである。このように，基本モデルではが内生であるにもかかわら
ず，が外生である共振現象と同様に，単純モデルの固有角振動数近辺
を中心に に対する の増幅が生じるのである20)。それだけでなく，図10
と図９を比較してわかるように，図10における固有角振動数0.6近辺での
の低下，すなわちに対するの増幅が，減衰度の上昇すなわち反減衰
傾向と対応していることも明らかである。こうして，図８～図10によって先
に要約した二つの結論が確認できるだけでなく，単純モデルの固有角振動数
近辺を中心とする基本モデルの反減衰傾向は，そこでのに対するの
増幅傾向，つまり の低下と密接に関連しているという前節の分析の要点
をも確認することができる21)。
最後に，このような基本モデルにおける反減衰傾向の一例を示したのが図
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19）更に，横軸についても，図３は周期であるのに対し図10は角振動数であるという
違いがあるが，周期＝／角振動数という関係があるので，両者はもちろ
ん対応している。
20）もっとも，注意を要するのは，ここでの内生ケースで増幅されるのは内生的
なに対する内生的なであって，共振現象のように外生的なに対する内生
的なの増幅ではないということである。したがって，内生ケースにおいて
に対するの増幅つまりの上昇が起こるという場合，それはあくまでも
に対するの増幅を意味するだけであって，必ずしも変動そのものが激し
くなることを意味しない。それは単に，変動がもっとなだらかになることを
意味しているに過ぎないかもしれないのである。この点は，変動が外生的に
所与であり，の上昇が必ず変動の増幅を意味する共振とは異なる重要な点
である。本稿の焦点をよりもむしろ減衰度に当てたのはそのためである。
21）本節における例解ではすべて消費性向が0.7のケースのみを取り上げたが，本
節で指摘した傾向は実は ＝0.7 ケースに限定されない。筆者の確認によれば，
図８～図10は のすべての消費性向について多かれ少なかれ成立する。つま
り，が変化すると単純乗数・加速度機構(30)の固有角振動数 が変わるが，
それぞれの消費性向において，対応する固有角振動数の近辺を中心に膨ら
みやくぼみが生ずる図８～図10と同様の図が成立するのである。
11である。図11では，の Weibull 分布の除却曲線のもとで基本モ
デルが , の再生方程式から , のケース，そして ,
のケースへと変化すると，基本モデルの 経路がどのように変化す
るかを それ以前はゼロとして示した。基本モデルにおいて , 
ケースである再生方程式の最大複素根の絶対値＝究極的減衰度は ＝0.87
であり，その循環は図11の細い実線のように比較的速く減衰してしまう。基
本モデルが になると乗数の作用によって収束水準が上昇するが，
最大複素根の絶対値は ＝0.87 と全く変わらず，図の点線のように再生方
程式と同じ速さで減衰する。それに対し，が上昇して にな
ると，基本モデルの最大複素根の絶対値と角振動数はそれぞれ 	

となる。このような大幅なの上昇が生ずるのは,角振動数 

がこの場合の単純乗数・加速度モデルの角振動数 ＝0.58 に比較的近く，
	が 	から 	へと大きく低下するためである。このように上昇
が近辺での上昇をもたらすことにより上昇した ＝0.97 は に近い
ために，循環は強く反減衰的となり，図の太い実線のようになかなか減衰し
ないで持続する。更に，この ケースにおける基本モデルの循
環の究極的減衰度 ＝0.97 は, 単純乗数･加速度モデルの減衰度  
桃山学院大学経済経営論集 第44巻第２号82
図11 基本モデルの経路の一例 (Weibull 曲線の )
0.77 をもはるかに上回り，基本モデルは図の一点破線で示した単純乗数・
加速度モデルに対してもはるかに反減衰的となる。これは，この場合の除却
曲線の集中度が と高く，再生方程式の最大複素根の絶対値がすでに
を上回っているためである。
図11はもちろん単なる一例にすぎない。しかし，図８～図10で示したよう
に，周期と除却分布に関する二つの条件が充たされるもとでは，基本モデル
においては多かれ少なかれこのような反減衰傾向が生じるのである。したが
って，Einarsen が純粋再投資循環の維持機構の一つとして，純粋再投資循
環から誘発される「新投資の二次的循環」を指摘したことは，それに必要な
周期に関する条件を明示しなかったという限界を持つ22)ものの，基本的に正
しかったといえる。それでは，Einarsen が指摘した純粋再投資循環のもう
一つの維持機構である「二次的再投資循環」についてはどうであろうか。次
節においてこの問題を検討しよう。
第５節 除却変動と再投資循環
前の二つの節では，Samuelson-Hicks 型の標準的な乗数・加速度モデルに
更新過程を加えて拡張したモデル(27)(１)を基本モデルとして検討し，この
乗数・加速度＋更新過程モデルにおける粗投資の経路は，除却分布と周期
に関する二つの条件が充たされれば，再生方程式＝純粋再投資循環(２)だけ
でなく単純乗数・加速度モデル(30)に対しても反減衰的となり，循環がより
長期に維持される傾向があることをみた。すなわち，二つの条件が充足され
る下では，乗数・加速度機構は純粋再投資循環の維持機構となり，逆に，純
粋再投資循環は乗数・加速度機構の維持機構となることがわかった。しかし，
そこでは(１)式に見られるように，過去の投資額の年齢に応じて一定の除却
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22）基本モデルが再生方程式だけでなく単純乗数・加速度モデルに比べても反減衰的
となる二つの条件のうち，一つの条件は除却分布がある程度の明瞭なピークを持
つということである。これは Einarsen が指摘した純粋再投資循環そのものの発
生条件である。しかし，もう一つの条件である基本モデルの周期に関する条件に
ついては，彼は明示していない。
率をかけて加えたものが，景気状況の如何にかかわらず除却＝更新されると
仮定されていた。ところが，更新は設備の技術的な耐用年数によってだけで
はなく，経済状況によっても左右される。Einarsen が言うように，不況期
には更新が延期され，好況期にはこの延期された更新が集中するとすれば，
更新は長期的には(１)式にしたがってなされなければならないが，短期的に
はそれと乖離することになる。すなわち，不況期には(１)式を下回る更新し
かなされないであろうし，逆に好況期には(１)式を上回る更新がなされるで
あろう。このように景気同調的な更新変動が現実に存在するかどうかの検討
は次節で行うこととし，本節においては，景況に応じた更新のこのような遅
延・集中が存在すると仮定した上で，それが再投資循環にどのように影響す
るかを検討する。これは同時に， Einarsen [1938a, b] の「二次的再投資循
環」の検討でもある。
本節では，(１)式によって決まる更新額を「技術的更新額」と呼び，それ
を景気同調的な「経済的更新額」と区別するためにと表そう。つまり，
 


 但し 


 
とする。そして，景気同調的な現実の経済的更新額は，
 


 但し  
に従って決定されると仮定しよう。すなわち，前期の粗投資額が増加して
となる時には，更新は技術的更新額を 
だけ上回ってなされ，逆のときには同額だけ下回ると仮定する。すると，本
節で考察すべきモデルは，(27)(67)の体系となる。これを「拡張基本モデル」
と呼ぶ。前節までに考察した基本モデル(27)(１)は，拡張基本モデル(27)
(67)において である特殊ケースとなる。
第３節で行ったのと並行的な議論によって，この拡張基本モデル(27)(67)
が基本モデル(27)(１)と類似した性質を持つことを以下のように示すことが
できる。
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まず，一方で，(27)に(67)を代入すると, に関する階線形差分方
程式，
      



 


  
が得られるが，他方で，(66)に(27)(67)を代入して整理すると，
	に関する 階線形差分方程式，
	 	  	  	 



	 


	  
が得られる。に関する(68)と	に関する(69)は係数が全く同一の差分方
程式であるから，両者の特性方程式も全く同一となり，その根もすべて同一
となる。したがって，(55)と同様にして，と	を
組の共役複素根に関
する余弦関数の和として表すと，




	
  
	



		
  
となり，ここでも各項について，減衰度と角振動数が両者に共通で，
初期振幅	と初期位相 のみが異なることになる。これを(27)に代
入すると，




	
   	
	 

  	
	 
  	
	 





		
 	  	
	 
 (71)
となる。(71)の各項は(33)と類似の式であるので，(33)から(42)を導出し
たのと同様の計算をすると，(71)の各項について，
	 
 
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 
	
	 
として，所与のとに対して(42)と類似の関係，


		
 

	
	

			
	
 
が一方で成立しなければならないことがわかる。つまり，ここでも と 
が与えられれば(73)により		と
とが決まる。他方，ここでも(57)～(61)
の議論が成立するので，(61)と同様の関係，




 		
 




 
			
	
 
が各項について成立しなければならない。つまり，所与の除却率分布
のもとで		と
が与えられれば，(74)によってとが決まる。こうして，
所与の除却率分布のもとで消費性向，加速度因子，経済的更新の投資
変化に対する反応係数 が与えられれば，(73)(74)によって，各 項につ
いて 		
は同時決定される。第３節において図５を用いて加速度因
子の反減衰効果を検討したのと同様に，ここでも図５と類似の図23)を用い
て経済的更新の反応係数の反減衰効果を検討することができる。しかし，
問題の理解をさらに深めるために，本節ではやや視点を変えてその効果を検
討しよう。
ここでの問題は，経済的更新の反応係数がゼロから正になった場合に，
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23）(73)(74)の関係から図５と類似の図を描くには，図５つまり図２のMN を
/また NP を に変えて,更に点 P より 
となるように新たな点 を定めればよい。すると 		
となり，(74)より図５と同様な の螺旋状の線が成り立つように 
		
が調整されることになる。
(73)(74)によって同時決定される のうち最大複素根項に対応す
る減衰度 に上昇傾向が存在するかどうかである。(73a)(73b)の両辺を２
乗して加えると，
					
		
			
							
 

となる。そこで初めに，加速度因子がゼロのケースについて考えてみよう。
この場合，更新が技術的更新のみによってなされ，	であるとすると，
(75)は，	として(72c)を考慮すると，
 

となる。つまり，	ではは常に１となる。それに対し，景気同
調的な経済的更新がなされて 	になったとすると，(75)は，ケー
スにおいて，
					
		
			
							
 (77)
となる。所与の 	に対して(77)で決まる の値を等高線として
平面に添え字 を省略して図示すると，例えば図12のようになる。
ケースでは，	がゼロのときには(76)からわかるように，平面は
一面すべて の値をとる文字通りの平面となるが，	が正になると，
図12に見られるように，点を中心に の値が１以下となる窪みが生
まれるのである。図12におけるの最低点，つまり となる点の 
の値は，(68)式の右辺をゼロとした式，

	
		
	
 

の ケース，すなわち，

	
		
	
 

の特性方程式，
				 
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の共役複素根に対応するの値である。この値をとすると，(80)は
実根をもち，
 
となるから，の範囲内で共役複素根をもち，は，
  
	
   
となる。こうして，ケースでは，の範囲内においては，図12
は(82)の 点において必ず 	点をもち，そこを中心に 	の値が
１以下となる窪みをもつ。なお，(75)と(72c)からわかるように，	線
は 点を必ず通る24)。
以上は(73)を(75)に要約することによって得られる	の関係である。
他方で，	は(74)の関係も充たさなければならない。そこで，(74a)
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24）図12には 点を中心に小さな領域で山が形成されるが，それはそこ
の点では(72ｃ)において 	になることに対応したものである。しかし，この
山は 	となる 点の真下の 	
領域に現れ，ここでの議論に
は直接関係がないので図12では省略した。
図12 (77)式の	 関係
(74b)の両辺を２乗して加えると，



 
	



 


 
	



 	
となる。

が充たすべきこの(83)の関係を，やはり 平面に値
の等高線として添え字 を省略して例示したのが図13である。それぞれの
の値に対して
は図13の制約を充たす必要がある。図のの等高線の
形状は除却率分布によって異なるが，一般に右下がり曲線となり，また
この右下がり曲線はの低下と共に上方にシフトしていく傾向がある25)。
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図13 (83)式の

 関係
25）図13における の等高線の勾配は，(83)において を省略すると，
によって決まるが,残念ながらも も値が除
却率分布に依存し，符号が一義には決まらない。しかし，ほぼすべての滑ら
かな単峰型分布をカバーする Weibull 曲線によってとの値を計算
すると,Weibull 曲線の殆どどのようなパラメーターの値に対しても，

となる。が	に近いケースにおいてそうではないケースが時々生じ
るが，これは更新周期が異常に短いケースであり，無視しても大過ないように思
われる。また，が１程度でもごくまれに のケースが生じるが，その
場合の の値はコンピューターの計算誤差かどうか判断できないほどゼロ
に近い値である。したがって，除却率分布がフレキシブルな Weibull 分布で近似
そして，


 だから，(83)からわかるように，図13の 線も 
＝(0，1) 点を必ず通る。
こうして，(73)(74)を同時に充たすは，(75)(83)を同時に充たさ
なければならないから，ケースにおいては，それらは図12と図13のそ
れぞれの同一等高線の交点上に位置しなければならない。図12と図13におけ
るそのような交点の軌跡をプロットしたのが図14の 	線である。図14で
は 	の場合の軌跡も 	線として示してある。ケースにおいて
は，	の場合，(76)のように常に となり，図12はすべて 
の平面となるので，図13の等高線との交点の軌跡は図13の 線そのも
のになる。つまり，図14の 	線は図13の 線そのものである。そ
れに対し， 	になると，図12のように(82)の () 点における 
点を中心に の窪みが形成される。図14の 	線は，この図12の窪
みを持つ等高線と図13の北東方向に低くなっていく等高線の交点の軌跡を例
示したものだが，それは角振動数の近辺を中心にして 	線よりも上
方に膨らむ傾向を持つ。なぜならば，図13において 線よりも上方は
領域であるが，図12における 領域が図13の 線よりも上
方に一部でも存在する限り，その部分において図12と図13は交点を持ち，そ
こでの 	線は 	線よりも上方に位置するからである。したがって，
となる () 点が 	線よりも上にある場合はもちろん，それよ
りも下にある場合でも，図13の 線よりも上方に位置する図12の 
領域が皆無でない限り，角振動数 の近辺を中心に 	線は 	線よ
りも上方に膨らむ傾向を持つのである26)。しかも，となる () 点は，
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できるような通常の滑らかな単峰型分布であり，また，角振動数が異常に大きな
領域でない限り，(83)と図13においては 

	

		と考
えてよいものと思われる。
26）このように，	線は角振動数の近辺を中心に 	線よりも上方に膨らむ
傾向を持つが，場合によっては同時に，	線よりも下方に膨らむ 	線も
領域に存在し，() 点を中心にいわば眼のような形をした 	線にな
る可能性もないとはいえない。しかし，仮にそのようなことが起こるとしても，
(82)により の上昇と共に上方へ移動していくから，の上昇は 線
に対する 線の上方への膨らみを大きくしていくといえる。なお，図14
からもわかるように，が よりもはるかに大きくなると，図13の 
線の下方で図12の 領域が交点を持つだけとなり，そこでは 線
は 線を下回るようになるであろう。逆にがよりもはるかに小さ
くなり に近づくと，図12の 線も図13の 線も共に ()＝
(0，1)点を通るので，線は 線に等しくなる傾向があるといえる。
以上の ケースにおける考察から次のことがわかる。第一に，の
ケースにおいては，経済的更新の反応係数がゼロから正の値に上昇する
と，最大共役複素根に対応する () は図14の 線上から 線上に
移動するが，図14の 線は角振動数 の近辺を中心に 線よりも
上方に膨らむ傾向を持つから，体系の最大複素根の角振動数がから大き
く離れていなければ27)，は上昇し，体系は反減衰的になる傾向がある。し
かも，このの上昇傾向は(82a)からわかるように，が大きくなるほど大
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本節の問題にとっては， 線よりも上方に膨らむ 線のみが問題であり，
反対の下方に膨らむ 線の存在の可能性は無視してよい。なぜならば，本節
の問題は絶対値が最大の共役複素根の性質に関するものであり，特定のに対
して２つのが対応する場合，大きい方ののみを問題にすればよいからである。
27）図14が３種類の変数を扱っているのに対し，(77)(83)が２本の方程式で
あることからわかるように，組のはいずれも図14の 線上に落ち
なければならないが，そのどの位置に落ちるかは確定できない。線上に落
ちる組のについても同様である。したがって， 線上の組の
のうち最大複素根に対応するが，線上の組のうちの最大複素
根に対応するよりも厳密に大きいというためには，４本の方程式(73)(74)に立
ち返る必要がある。ここではそれらを２本の方程式に要約した(77)(83)によって
考察しているので，正確には，本文の「体系の最大複素根の角振動数がから
大きく離れていなければ」という限定に加えて更に,「において相殺的な動き
がない限り」という限定をつける必要がある。しかし，がゼロから正になるこ
とによる近辺での最大の上昇傾向がの動きによって相殺されてしまうと
いうことは，実際には殆どないようである。図15では の最大と の
最大の個々の対応を示していないためにそのことが不明瞭であるが，個々に対
応させてみると，図８がそうであったように，近辺においては の最大
は の最大 をすべて上回り，しかも 上昇とともに上昇していく。した
がって，線の上方への膨らみが生じる近辺では，上昇による最大の
上昇傾向が の動きによって相殺されるということは恐らくないと考えてよい
ようである
きくなる。第二に，この上昇による近辺でのの上昇傾向は，の低
下傾向と対応している。線より上方への 線の膨らみを生じさせ
るのは の１から１以下への低下だからである。(72a)(70)からわかるよ
うに，は粗投資に対する技術的更新の振幅比率であるから，上昇
による反減衰傾向は，粗投資の技術的更新に対する増幅傾向に対応し
ており，それによって生じているということである。第三に，ここで論じた
上昇による近辺での反減衰傾向は，拡張基本モデル(27)(67)において，
から に移行することによるものであったが，同じ拡
張基本モデルにおいて から に移行するとすれば，前
節までの加速度因子の問題になる。そして，その場合，図13は不変で図12
のみが変わることになるが，実は図12も基本的な性質においては変更が無く，
今度は(47)で決定される () 点を中心に窪みが形成されるだけである。
したがって，この場合も本節で見たのと同様な図14が描かれる。すなわち，
前節までにみた加速度因子の働きによる反減衰傾向と，本節で見た経済的
更新の反応係数の働きによる反減衰傾向は，図12～図14で示した同一の
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図14 図12,図13の交点の軌跡
メカニズムによって生じているのである。したがって,「二次的再投資循環」
の更新行動を(67)のような形で定式化する限り，再投資循環の二つの維持機
構である「二次的再投資循環」と「新投資の二次的循環」には本質的なメカ
ニズムにおいて相違はないといえる。第四に，このような再投資循環の二つ
の維持機構に共通する本質的なメカニズムとは，第２節で見た外生的な「共
振」(＝共鳴）現象が内生化されたものに他ならない。共振現象とは，図12
において特定のと(これは通常 とされる）が近辺に外生的に与
えられることによって生ずるの１以下への低下である。つまり，外生振
動のとが () 点に近いほどはゼロに近くなり，増幅度は１
以上となって強制振動の振幅は増幅されるわけである。これに対し，再投資
循環の二つの維持機構では，共振のようにとが外生的に与えられて
が低下するのではない。そこでは，図12と図13の交点として図14のように内
生的に決定される () 点が () 点の近くにくることによってが低下
する。このように，共振と二つの維持機構の間には，() 点が外生決定か，
内生決定かという重要な違いがある。しかし，そうして決められた () 点
が () 点に近いほどはゼロに近くなり，増幅度は１以上となっ
て振幅の増加と反減衰が生じるという基本的なメカニズムは共通しているの
である。Hicks 型の「共振」モデルには外生振動への依存という経済モデル
としての重大な弱点があるのに対し，再投資循環モデルには，循環の増幅と
反減衰が共振と同一のメカニズムによって，しかも外生的にではなく内生的
に生成されるという大きな魅力が存在するのである。
さて，本節の問題は，更新が技術的更新額(66)から乖離して，(67)で表さ
れる景気同調的な経済的更新がなされる場合，再投資循環は究極的に一層反
減衰的になるかどうかであった。この問題には，これまでの考察から簡単に
答えることができる。これまでの考察によって，図12における () 点が
上方に移動していくと，図14の 線が近辺での上方への膨らみを大
きくしていくことがわかっている。さらに，ではの上昇が(47)で決
定される () 点を上方に移動させ，また，ではの上昇が(82)で決
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定される () 点を上方に移動させることもわかっている。したがって，
残る問題は両者の組み合わせ，つまり，ゼロとは限らない所与のの下で
が上昇すると，() 点が一層上方に移動するかどうかということである。
これは(78)の特性方程式，
 
の共役複素根の絶対値が，所与ののもとでの増加関数であるかどう
かという問題である。(84)のもつ１実根を とすると，その共役複素根の
絶対値は，
  
となるので，を のイクスプリシットな関数として表すことができれば，
が の増加関数であるかどうかがわかる。だが，残念ながらそのように
表すことができなかったので，ここでは数値計算によった。その結果による
と，(85)の は所与の のもとでおおむね の増加関数であるといえ
る28)。したがって，前節までにみたように，純粋再投資循環＝再生方程式は，
所与の正ののもとでは加速度因子の働きによって反減衰的になる傾向
があるが，これに更新投資の景気同調的な変動が加わりが増加すると，
再投資循環は更に一層反減衰的になる傾向があるといえる。この結論を
Weibull 曲線の除却率分布のケースについて確認したのが図15である。
すなわち，ここでも第４節と同様にして，拡張基本モデル(68)について，
その最大複素根項の絶対値＝減衰度と角振動数を様々なパラメーターの
値に対して計算した。除却分布としては，Weibull 曲線(65)を用い，そのパ
ラメーターは 	とし，	は 2～30 まで変化させた。図15は第４節の図
９に相当するものであり，消費性向 	
として，それぞれの加速度因子
の値において反応係数を変化させた場合の(68)の最大複素根項の絶対値
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28）数値計算は ＝0～1.0，＝0～1.0，＝0～1.0 のすべての組み合わせについて，
0.1刻みで行った。その結果，殆どのケースではの増加関数となったが，ご
くわずかなケースで例外が生じた。それは，＝0.6～0.9 で比較的低いの値の
場合に生じたが，全体（1331ケース）から見るとごくわずか（14ケース）であり，
はおおむねの増加関数としてよいと思われる。
＝減衰度と角振動数を平面にプロットしたものである。図の個々
の点はそれぞれのとの値に対応している。ではの上昇と共に減
衰度が近辺で上昇していくという図９で見た関係は，図15ではそれぞ
れのにおける ケースの曲線が上昇と共に近辺を中心に上方に
膨らんでいくことに現れている。そして，それぞれのにおいてが上昇
していくと，減衰度は近辺を中心に更に上方に膨らんでいき，体系は
一層反減衰的になっていくのである。こうして，本節の結論が図15によって
確認できる29)。
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29）なお，この上昇による近辺でのの上昇傾向はの低下と対応しており，
ここでも図10と類似の関係が成立するが，図表の節約のために省略した。更に，
ここでも図８と類似の図が成立するが，それも省略した。もっとも，この省略
のために，図８で明らかであった個々の における各点の対応が図15では不明
確になっており，近辺においては各の値に対しての上昇が対応している
ことがわからない。これについては，図８と全く同様に，近辺においては確
かに上昇と共に最大複素根の絶対値の上昇が生じることを指摘しておく。
更に，ここでは示していない ＝3.0 以外のケースについては，第４節で見たの
と同様，＝2.0 ケースでは反減衰傾向が弱まり，＝4.0 ケースではそれが強ま
るが，いずれにせよ近辺を中心に反減衰傾向が多かれ少なかれ存在すること
を付言しておく。
図15 拡張基本モデルの最大複素根の角振動数と絶対値
 ケース ()  ケース ()  ケース ()
第６節 日本経済との関連
本稿では再投資循環の二つの維持機構について検討した。第一の維持機構
は純粋再投資循環に乗数・加速度機構が結合することにより生み出される
「新投資の二次的循環」であった。これをモデル化した本稿の乗数・加速度
＋更新過程モデル(27)(１)は，循環周期と除却率の集中に関する二つの条件
が充たされれば，再生方程式＝純粋再投資循環に対してのみならず，単純乗
数・加速度モデルに対しても反減衰的となり，循環がより長期に維持される
傾向をもつことが明らかにされた。第二の維持機構は，経済的更新が(67)の
ように技術的更新から乖離し，投資と同調的に変動することによって生ずる
「二次的再投資循環」であった。この経済的更新による「二次的再投資循環」
を取り入れた拡張基本モデル(27)(67)は，再投資循環を乗数・加速度＋更新
過程モデル(27)(１)よりも更に一層反減衰的にする傾向をもつことが明らか
にされた。本節では，以上の分析と日本経済の関連について検討する。しか
し，全面的な検討はいずれ別の機会に行うこととし，ここでは本稿における
議論の現実的意義を左右する二つの主要ポイントに絞って検討したい。一つ
の問題は，日本経済におけるマクロの除却率分布は，二つの維持機構によっ
て反減衰的になる条件を充たす可能性があるのかという問題である。もう一
つの問題は第二の維持機構の前提に関するものであり，日本経済において，
現実の設備除却が設備投資と同調的に変動する傾向は存在するのかという問
題である。
先ず，第一の問題について検討しよう。筆者の知る限り，日本経済全体に
おける包括的な除却分布がわかる資料は存在しない。しかし，それに最も近
いと考えられるものとして，1970年国富調査における法定耐用年数分布（全
産業，全民間企業，粗資産額ウエイト）がある。この法定耐用年数分布につ
いての説明は拙稿 [1995]，また数値については拙稿 [1999] を参照してもら
うことにして，ここでは，この法定耐用年数分布を拡張基本モデル(68)の除
却率分布とした場合における二つの維持機構の作用を検討しよう。それ
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を示したのが図16と図17である。
先ず，この法定耐用年数分布を再生方程式(２)の除却率分布とした場
合の再生方程式の経路を，初期値を  , それ以前をゼロと設定して示し
たのが図16の「再生方程式」である。図からわかるように，国富調査におけ
る法定耐用年数分布を除却率分布とした場合における再生方程式の経路＝純
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図16 1970年国富調査耐用年数分布での再生方程式と
拡張基本モデル () の経路
図17 1970年国富調査耐用年数分布での拡張基本モデルの最大複素根の絶対値
r
粋再投資循環は，循環と言えるかどうかも疑わしいほど弱々しい変動でしか
ない。再生方程式の最大複素根の絶対値は0.945，角振動数は0.10とな
り，その周期は 0.1＝62年ときわめて長いものとなる。再生方程式は拡
張基本モデル(68)において となる特殊ケースであるが，そ
れに対して，同じ法定耐用年数分布のもとで，として加速度因子や
経済的更新の反応係数が正の値をとると，拡張基本モデル(68)の最大複
素根の絶対値がどのように変化するかを図示したのが図17である。図から
わかるように, 1970年国富調査法定耐用年数分布のもとでは，では
がかなり大きな値にならないとの上昇が生じないが，が大きな値になる
につれて比較的小さなでもの上昇が生じて，再投資循環が反減衰的にな
る。その一例として で再投資循環がどの程度増幅的，反減衰
的になるかを示したのが図16の「拡張基本モデル ()」の経路
である。その場合，モデル(68)の最大複素根の絶対値は ＝0.958となり，
再生方程式のそれよりもわずかに上昇するだけだが，図16に見られるように，
振幅は再生方程式に比べてはるかに大きくなり30)，循環はより長期に持続し
て反減衰的になる。また，その角振動数も0.79となり，循環周期は約８年と
なる31)。こうして，図17においてはとの値の組み合わせ如何によっては
最大複素根の絶対値の上昇が生じうるから，現実の日本経済において再投
資循環の二つの維持機構が働いている可能性は必ずしも否定できないといえ
る。
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30）図16の 経路がかなりの不規則性を含むことからわかるように，70
年国富調査法定耐用年数分布の場合，究極の経路への移行期間中は最大複素根以
下の根の寄与もかなり大きいようである。実際，例えば の場合，図17に示
したように低いの値では上昇によって最大複素根には何の変化も生じないが，
最大以下の複素根に変化が生じ，移行期間中の変動がある程度激しくなる。しか
し，本稿ではこのような移行期間に関する問題は扱えず，最大複素根にかかわる
究極の経路しか扱えなかった。
31）なお，図16の「拡張基本モデル ()」の経路を同じの値での単
純なモデル(78)の経路と比較すると，図では示していないが，前者は後者に対し
てかなり反減衰的になる。というのは，前者の特性方程式の最大複素根の絶対値
が ＝0.958 であるのに対し，後者のそれの複素根の絶対値は ＝0.902 でしか
ないからである。
最後に,「二次的再投資循環」論の前提である設備更新＝除却の投資同調
的な変動という仮定が，現実の日本経済において充たされているかどうかを
簡単に検討しよう。1985年基準『民間企業資本ストック』32) より得られる除
却額と新設投資額（進捗ベース）の相関係数（いずれも暦年値の対数階差，
1957年～1993年，以下同様）を調べると，全産業で0.48，また製造業で0.40
となる33)。したがって，設備除却と設備投資はおおむね正の相関を示してお
り,「二次的再投資循環」論の前提は現実にある程度充たされているといえ
る。もっとも，設備除却と設備投資のこの正の相関は，設備投資と産出のマ
クロ的な相関に比べるとあまり高いものとはいえない。というのは，同じ新
設投資額と産業別実質国内総生産（『国民経済計算年報』）の相関係数を同一
基準で計算すると，全産業で0.75，また製造業で0.74となるからである。こ
うして，全産業や製造業といった集計レベルで見る限り，除却／投資の正の
相関は明らかに存在するけれども，投資／産出の正の相関に比べてあまり高
いとはいえない。しかし，産業別に見るとどうであろうか。この点を検討し
たのが図18である。図18は，横軸には除却額と新設投資額の相関係数をとり，
縦軸には新設投資額と産業別実質国内総生産の相関係数をとって，各産業に
ついてそれぞれの相関係数を散布図によって示したものである。図18を見る
と，マクロ的な相関から受ける印象とはやや異なった印象が得られる。つま
り，図18で産業別に見ると，除却／投資の相関係数は，もちろん産業によっ
てまちまちではあるが，投資／産出の相関係数に比べてそれほど劣るもので
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32）『民間企業資本ストック』の1985年基準値を用いた理由は，拙稿 [1999] の注13
で述べたように，1990年基準値では推計における除却率計算，したがって除却値
が，１期値から平均値に変更されたためである。現在の1995年基準値では再び１
期値に戻されたようであるが，それが 93SNAへ移行したこと，および長期遡及
データが得られなかったことにより，さしあたり1985年基準値を用いた。なお
期の除却額は，新設投資額を期末資本ストックを(いずれも進捗ベー
ス）として， により計算した。
33）『民間企業資本ストック』は，国鉄などいくつかの企業の民営化のために，それ
らの産業でデータが不連続になっている。そのためここでは，食料品製造業，運
輸・通信業，電気・ガス・水道業を除外した。つまり，ここでの全産業は『民間
企業資本ストック』の「全産業」からこれらの民営化３産業を除いたもの，また
製造業は「製造業」から食料品製造業を除いたものである。
はないことがわかる。例えば，図に示した16産業中34)，相関係数が0.4を上
回る産業は除却／投資も投資／産出も同数の８産業であり,0.6を上回る産業
も同数の３産業である。こうして，マクロの全産業や製造業で見ると，除却
／投資の正の相関は投資／産出の正の相関に比べてかなり劣るが，産業別に
見ると必ずしもそうではなく，前者の正の相関は後者の正の相関に比べて決
して大きく劣るものではないことがわかる。いずれにせよ,「二次的再投資
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34）16産業としているのは,『民間企業資本ストック』掲載の22産業中,上記民営化３
産業とデータが1975年以後しかない３産業（石油・石炭製品，窯業・土石製品，
精密機械）を除いたためである。
図18 各産業の除去／投資相関係数と投資／産出相関係数
(注) 1.農林水産業, 2.鉱業, 3.繊維, 4.パルプ･紙, 5.化学, 6.一次金属, 7.金属製
品, 8.一般機械, 9.電気機械, 10.輸送機械, 11.その他製造業, 12.建設業, 13.
卸売・小売業, 14.金融･保険業, 15.不動産業, 16.サービス業
循環」論の前提である設備除却の設備投資同調的な変動という仮定は，広く
受け入れられている設備投資の産出同調的な変動という仮定に比べて，極端
に非現実的な仮定であるとは必ずしもいえないのである35)。
お わ り に
本稿では，再投資循環の維持機構として Einarsen [1938a] が指摘した維
持機構のうち二つの内生的維持機構について検討した。
第一の維持機構は，Einarsen が「新投資の二次的循環」と呼んだもので
あり，本稿ではそれを設備の更新過程に乗数・加速度機構が結合した乗数・
加速度＋更新過程モデル(27)(１)として定式化した。そして，二つの条件が
充たされれば，この基本モデルは更新に対する粗投資の増幅傾向と，その結
果としての循環の反減衰傾向をもつことを示した。二つの条件とは，(イ)除
却率分布が再生方程式(２)にある程度の変動＝純粋再投資循環をもたらすよ
うな集中度をもつものであること，(ロ)乗数・加速度＋更新過程モデルの循
環周期が単純乗数・加速度モデルの固有周期から極端に離れていないことで
あった。この二つの条件が充たされれば，本稿の基本モデルである乗数・加
速度＋更新過程モデルの循環は，加速度因子の上昇によって，純粋再投資
循環＝再生方程式に対してだけでなく，Samuelson-Hicks タイプの標準的単
純乗数・加速度モデルに対しても反減衰的となる傾向をもつことが示された。
次に，第二の維持機構は，Einarsen が「二次的再投資循環」と呼んだも
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35）『民間企業資本ストック』の除却データは基本的に『法人企業統計季報』から作
成されるデータだが，問題がないわけではない。詳しくは山下勉 [1992] を参照
していただくこととして，ここで特に問題になるのは,『法人企業統計季報』の
純除却値（簿価）を粗除却値に転換する際に，以前の国富調査で得られた一定の
換算率を用いているために，長期的には除却推計値が実際値と著しく乖離してい
る恐れがあることである。しかし，ここでは推計値の対数階差，つまり短期の年
変化率について検討したので，この問題は大きなバイアスをもたらしているとは
思われない。なお，筆者は拙稿 [2001] において，日本に存在する除却データの
中で最も精度の高いデータの一つである乗用車の登録データを用いて，乗用車の
除却に所得等の経済変数が有意な影響を及ぼすかどうかを調べた。それによると，
乗用車の除却には乗用車の年齢はもちろんのこと，経済変数も極めて重要な影響
を及ぼすことが検出された。
のであり，本稿ではそれを，経済的更新が技術的更新から乖離し，投資と同
調的に変動する結果生ずる拡張基本モデル(27)(67)として定式化した。そし
て，この拡張基本モデルにおいては，加速度因子の上昇に経済的更新の反
応係数の上昇が加わることによって，投資の更新に対する増幅傾向と，
その結果としての循環の反減衰傾向が一層強められることを示した。
こうして，Einarsen が指摘した再投資循環の二つの維持機構はいずれも
成立し，この点において Einarsen の指摘は基本的に正しかったといえる。
しかし，二つの維持機構は無条件に成立するわけではない。二つの維持機構
によって再投資循環の究極的な反減衰が生じるためには，基本モデル(27)
(１)にせよ拡張基本モデル(27)(67)にせよ，その最大複素根に対応する循環
周期が，消費性向，加速度因子，経済的更新の反応係数によって決定
される特定の固有周期から大きく離れていてはならないのである。というの
は，二つの維持機構は，いずれも共振（＝共鳴）の機構が設備の更新過程に
よって内生化されたメカニズムにもとづくものだからである。Einarsen は
二つの維持機構の周期依存性を明確にしておらず，この点においては不十分
さを残したといえる。
本稿の最終節においては，再投資循環のこれら二つの維持機構が現実の日
本経済にも作用している可能性があるかどうかを検討し，その可能性は必ず
しも否定できないことをみた。しかし，そこでは投資関数の推定など検討さ
れていない多くの問題が残されており，これらの問題の更に詳細な検討は今
後の課題とせざるをえない。また，本稿の理論的分析においては，数学的論
証が厳密には行えないために数値計算による例証に頼らざるをえない箇所が
いくつか残った。この点における改善も今後の課題としたい。
参 考 文 献
Allen, R. G. D. [1959] Mathematical Economics, 2nd ed. Macmillan
Barlow, R. E. / F. Proschan [1965] Mathematical Theory of Reliability, John Wiley & Sons
Einarsen, Johan [1938a] Reinvestment Cycles and Their Manifestation in the Norwegian
Shipping Industry, Publication No.14, University Institute of Economics, J. CHR.
桃山学院大学経済経営論集 第44巻第２号102
GUNDERSENS BOKTRYKKERI, Oslo
Einarsen, Johan [1938b] “Reinvestment Cycles”, Review of Economic Statistics, 110, also
in Hansen, A. H. & R. V. Clemence (eds.), Readings in Business Cycles and National
Income, George Allen & Unwin Ltd., 1953, 293313
Feller, William [1968] An Introduction to Probability Theory and Its Applications, Vol. I, 3rd
ed., John Wiley & Sons,（河田龍夫監訳『確率論とその応用』Ⅰ，紀伊国屋書店，
19601 年，但し第２版訳）
Feller, William [1971] An Introduction to Probability Theory and Its Applications, Vol. II,
2nd ed., John Wiley & Sons,（国沢清典監訳『確率論とその応用』Ⅱ，紀伊国屋書
店，196970年，但し初版訳）
Frisch, Ragnar [1933] “Propagation Problems and Impulse Problems in Dynamic Eco-
nomics”, Economic Essays in Honor of Gustav Cassel, George Allen & Unwin Ltd, also
in American Economic Association (ed.) Readings in Business Cycles, George Allen &
Unwin Ltd, 1966.
Frisch, Ragar [1965] Theory of Production, Rand McNally & Co.
グネジェンコ，Ｂ.Ｖ./Yu. K. ベリヤエフ/Ａ.Ｄ.ソロビイエフ [1965] 塩谷実／林
順雄訳 『信頼性理論Ⅰ』共立出版，1971（原著 	


		
	 		

	
）
Hicks, John R. [1950] A Contribution to the Theory of the Trade Cycle, Oxford Univ. Press,
（古谷弘訳『景気循環論』岩波書店，1951）
Jorgenson, Dale W. [1974], “The Economic Theory of Replacement and Depreciation”, in
Econometrics and Economic Theory－Essays in Honor of Jan Tinbergen, ed. by W.
Sellekaerts, Macmillan, 189221, 1974
Lange, Oskar [1965] 玉垣良典・岩田昌征訳『再生産と蓄積の理論』日本評論社, 1966
年，(原著，Theoria reprodukcji i akumulacji; Pa’nstwowe Wydawnictwo Naukowe,
Warszawa, 1961, wyd. 2, 1965）
Lotka, Alfred J. [1939] “A Contribution to the Theory of Self-Renewing Aggregates, with
Special Reference to Industrial Replacement”, The Annals of Mathematical Statistics, 10
(1), 125.
三根久／河合一 [1984]『信頼性・保全性の基礎数理』日科技連
二階堂副包 [1961]『経済のための線型数学』培風館
Solow, Robert [1951] “A Note on Dynamic Multipliers”, Econometrica, 19(3), 306316
滝田和夫 [1995]「固定資本の生存・除却曲線について(下)」『桃山学院大学経済経営
論集』第37巻第１号，1995年７月，93128
再投資循環の維持機構(下) 103
滝田和夫 [1999]「設備投資のエコー効果」『桃山学院大学経済経営論集』第41巻 1・
2 合併号1999年11月，105131
滝田和夫 [2001]「日本における乗用車の廃棄｣『桃山学院大学経済経営論集』第42巻
第４号，2001年３月，123153
寺沢徳雄 [1984]『振動と波動』岩波書店
山下勉 [1992]「ＰＩ法による民間企業資本ストック推計の検討について」経済企画
庁経済研究所『季刊国民経済計算』No. 92，1992年２月，115
(たきた・かずお／経済学部教授／2002年８月８日受理)
桃山学院大学経済経営論集 第44巻第２号104
再投資循環の維持機構(下) 105
The Maintenance Mechanisms of
Reinvestment Cycles (Ⅱ)
Kazuo TAKITA
In his classical studies on “reinvestment cycles”, Johan Einarsen indicated the
endogenous and exogenous factors which maintain “pure reinvestment cycles”.
In this paper, we examine the endogenous factors, but don't discuss the exoge-
nous factors such as impulse, technical progress, and wars. Specifically, we ex-
amine two endogenous maintenance mechanisms of reinvestment cycles, each of
which Einarsen called “secondary new investment cycles” and “secondary rein-
vestment cycles”. We examine whether and on what conditions these two cycles
which are originated by pure investment cycles endogenously react to and main-
tain the latter, analyzing the explicit model which is a Samuelson-Hicks’ multi-
plier-accelerator model extended by the replacement process of fixed capital.
This extension is natural one and this extended multiplier-accelerator model is
the fundamental model to be analyzed in this paper. In section 1, “pure invest-
ment cycles” are formulated as a “renewal equation”, and the properties of the
equation are analyzed by Frobenius theorem. In section 24, to examine Einars-
en’s “secondary new investment cycles”, the fundamental model mentioned
above is analyzed. We find that if two conditions are satisfied, the amplitude of
investment cycles relative to that of replacement cycles tends to be magnified
and the cycles of fundamental model tend to be maintained longer not only than
pure investment cycles but also than a simple multiplier-accelerator model. The
two conditions necessary for the fundamental model to show these anti-damping
tendencies are, (1) the distribution of scrapping rates is so concentrated as to
generate pure investment cycles, (2) the cyclical period of the fundamental
model is not very different from that of a simple multiplier-accelerator model.
The condition (2), which Einarsen failed to mention, resembles the condition of
“resonance” in physics, though the cycles of replacement in our fundamental
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model are not exogenous but endogenous. In section 5, to examine Einarsen’s
“secondary reinvestment cycles”, the fundamental model is augmented by eco-
nomic replacement which can be different from technical replacement deter-
mined by age. We find that when economic replacement moves in conformity
with investment, the cycles of the augmented fundamental model tend to be
more magnified in amplitude and more anti-damped than those of fundamental
model, only if the cyclical condition analogous to the condition (2) above is met.
In fact, as “secondary new investment cycles” and “secondary reinvestment cy-
cles” are generated by the same mechanism in which “resonance” is made en-
dogenous by replacement process, the degree of their anti-damping tendencies
depends on the cyclical condition. In section 6, we briefly examine whether it is
possible that two mechanisms analyzed in this paper are at work in Japanese
economy. We find that this possibility can not be ruled out. But more detailed
empirical studies are left to be done.
